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前文 

ふじみ野市は、古くは江戸と川越を結ぶ陸路と水運の要所として栄え、

高度経済成長以降は、首都圏近郊の住宅都市として発展してきた。平成

１７年１０月に旧上福岡市と旧大井町の合併によって１０万都市となり、

自治体規模の変化に対応すべく行財政改革が進められ、地方分権の推進

を図るための関係法律の整備等に関する法律の施行と相まって、より自

主性・自立性が問われる時代となった。  

 このような状況下において、ふじみ野市議会は、日本国憲法によって

定められた市民を代表する唯一の議事機関であることを認識し、市民か

ら選ばれた二元代表制の一翼を担う機関として市長等の執行機関との健

全な緊張関係を構築し、政策立案及び監視機能を積極的に発揮し、様々

な媒体を通して情報を公開し、議会としての存在感を示すことが求めら

れている。  

これらを達成するために、これまで積み重ねてきた議会改革を推し進

め、議会及び議員の責務を認識し、平素の自己研鑽
さん

と資質の向上、公正

性と透明性の確保など、議会活動を支える仕組みを本条例に制定し、市

民の負託に応えられる開かれた議会を目指し、取り組んでいくことをこ

こに決意し、この条例を制定する。  

 

逐条解説  

前文では、ふじみ野市の歴史、自治体を取り巻く社会的背景の変化と

それに伴う、議会及び議員のもつ役割と責任の重要性について示すとと

ともに、市民の負託に応えられる議会となるべく決意を示して、この条

例の制定趣旨について明文化しています。 
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（目的）  

第１条 この条例は、ふじみ野市議会（以下「議会」という。）の基本

理念等を定め、二元代表制の下、議会及びふじみ野市議会議員（以下

「議員」という。）の活動原則等を明らかにするとともに、議会と市

長等の執行機関（以下「市長等」という。）及び市民との関係の基本

的事項を定めることにより、市民の負託に的確に応え、もって市民福

祉の増進、市勢の豊かな進展及び議会制民主主義の健全な発展に寄与

することを目的とする。  

 

逐条解説  

この条例の目的を市民福祉の増進、市勢の豊かな進展及び議会制民主

主義（十分な議論を議会内でつくすこと）の健全な発展に寄与すること

とし、その実現に向け、議会が二元代表制の下で担うべき役割を果たす

ために必要となる議会に関する基本的事項を本条例に定めることを明文

化しています。 

 

 

（基本理念） 

第２条 議員は市民の代表であることを自覚し、議会は二元代表制の一

翼を担う機関としての機能を最大限発揮させ、地方自治の本旨の実現

を目指すことを基本理念とする。 

 

逐条解説  

本条では、議員及び議会としてのあるべき基本理念を記しています。

議員及び議会は、行政への監視機能及び政策提言機能などを最大限発揮

し、公正な議論を尽くし、地方自治の本旨（住民自治及び団体自治）の

実現を目指します。 
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（他の条例等との関係） 

第３条 この条例は、議会における基本的事項を定めるものであること

から、議会に係る他の条例及びその他の規程を制定し、又は改廃しよ

うとするときは、この条例と整合を図るものとする。 

２  この条例の施行に関し必要な事項は、条例、規則その他の規程で定

める。 

 

逐条解説  

１  この条例が議会における基本的事項を定めていることから、議会に

係る他の条例及びその他の規程を制定し、又は改廃しようとするとき

の基準となることを定めています。 

２  この条例の施行に関し必要な事項は、別途定めることを定めていま

す。 

 

 

（議会活動の原則） 

第４条 議会は、市民を代表する合議制の機関としての責務を認識し、

次に掲げる原則に従い、活動するものとする。 

(1) 公正性及び透明性を確保した議会運営を目指し、市民から信頼さ

れる議会であること。 

(2) 議決責任を深く認識し、市民に対する情報の公開及び市民が納得

のできる説明責任を果たすこと。 

(3) 誰にとっても身近で分かりやすく開かれた議会であること。 

(4) 市政の課題に関する論点及び争点を明らかにし、自由闊
かっ

達な討議

を行うこと。 

(5) 市民の負託に的確に応えられる議会のあり方を探求し、議会改革

に継続的に取り組むこと。 

 

逐条解説  

議会活動及び議会運営上の５つの原則を定めています。 

(1) 公正性および透明性を確保した議会運営を行い、市民から信頼さ

れる議会となることを定めています。 

(2) 議決責任を深く認識した上で、議会広報誌やホームページ、議会

報告会などを通して、市民への情報の公開及び説明責任を果たすこ

とを定めています。 

(3) 障がいの有無や年齢などの違いに関わらず、誰にとっても分かり

やすく親しみのある開かれた議会であることを定めています。 
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(4) 市政の課題に関する論点及び争点を明らかにし、議員間において

自由闊達な討議を行うことを定めています。 

(5) 市民から受けた期待に的確に応え、議会運営の現状や課題を分析

し、社会の変革に対応すべく、継続的に議会改革に取り組むことを

定めています。 

 

 

（議長及び副議長） 

第５条 議長は、議会を代表する立場において中立かつ公平な職務を行

い、民主的な議会運営を通して、議会改革につなげるものとする。 

２  前項の規定は、副議長が議長の職務を行う場合について準用する。

この場合において、同項中「議長」とあるのは、「副議長」と読み替

えるものとする。 

 

逐条解説  

１  議長には各種の権限が与えられていることから、その職務執行に当

たっては、公正中立さが特に求められ、民主的な議会運営を通して議

会改革につなげるものとすることが定められています。 

２  議長に事故があるとき、又は議長が欠けたときに、議長の行う職務

の全般について権限を有することになる。そのため、副議長への準用

規定を定めています。 

 

 

（本会議） 

第６条 議会の意思は、議場に参集した全ての議員による定例会又は臨

時会の会議（以下「本会議」という。）でこれを決定する。 

２  議会の議決を要する事件は、本会議の議決を経てその効力を生ずる。 

 

逐条解説  

１  議会の意思決定は、議場に集まった議員の全てが参加する定例会及

び臨時会の会議（本会議：定数の半数以上が出席）でのみこれを行う

ことができると定めています。 

２  議会には、専門的な調査・審査を行う「委員会」（常任委員会・議

会運営委員会・特別委員会）がありますが、これらの機関の議決（決

定）は議会の意思としての効力はありません。あくまで本会議での議

決が議会の決定としての効力をもつことが定められています。 
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（臨時会の招集） 

第７条 議長は、付議すべき事件があるときは、議会運営委員会の議決

を経て臨時会の招集を市長に請求することができる。 

２  議員は、その定数の４分の１以上の者により、臨時会の招集を市長

に請求することができる。 

３  前２項の規定による請求をしたが、招集されない場合は、議長が臨

時会を招集する。 

４  臨時会の会期は、議会が決定する。 

 

逐条解説  

１  議長は、議会を開く必要がある事案が発生した場合、議会運営委員

会の議決を経た上で、臨時会の招集を市長に請求することができるこ

とを定めています。 

２  議員は、議員定数の４分の１以上の者の賛同があれば、臨時会の招

集を市長に直接請求することができることを定めています。 

３  第１項及び第２項の招集請求をしたが、市長が招集しない場合は、

議長が臨時会を招集することができることを定めています。 

４  臨時会の会期は、議会（本会議）が決定することを定めています。 

 

 

（会議録） 

第８条 議長は、事務局長に定例会及び臨時会の会議録を作成させ、保

管しなければならない。  

２ 前項の会議録は、写しの閲覧、インターネットの利用等により公開

しなければならない。ただし、個人の権利利益の侵害その他相当の理

由があると認めるときは、この限りでない。 

 

逐条解説  

１  議長による、定例会及び臨時会の会議録の作成と保管を定めていま

す。 

２  会議録の公開を様々な媒体で、広く公開することを定めています。

ただし、個人の権利利益の侵害その他相当の理由があると認めるとき

は、公開の制限がかかる可能性も定めています。 
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（災害発生時の対応）  

第９条 議長は、災害発生時にふじみ野市議会災害対策会議（以下「災

害対策会議」という。）を置くものとし、被災情報を収集及び整理し、

ふじみ野市災害対策本部へ提供する等の対応に努めるものとする。  

２ 災害対策会議の設置及び情報提供の方法等は、議長が別に定める。  

３ 議会及び議員は、災害発生時に市民の安全確保や被害の拡大の防止

等に努めるものとする。  

４ 災害時における議員の行動基準等は、議長が別に定める。  

 

逐条解説  

１  大規模災害などの非常時に、議会の災害対策会議を設置し、被災情

報を収集及び整理し、市の災害対策本部へ提供すること等を定めてい

ます。 

２  災害対策会議の設置及び情報提供の方法等は、ふじみ野市議会災害

対策会議設置要綱で定めています。 

３  議会及び議員は、災害発生時に市民の安全の確保や被害の拡大の防

止等に努めることを定めています。 

４  災害時における議員の行動基準等は、ふじみ野市議会災害対策指針

で定めています。 

 

 

（議員活動の原則） 

第１０条  議員は、選挙で選ばれた公職としての責務を深く認識し、次

に掲げる原則に従い、活動するものとする。 

(1) 議会活動を最優先するよう努めること。 

(2) 市政に関する市民の意思を的確に把握するよう努めること。 

(3) 市政の課題並びに政策に関する広範な情報収集及び調査研究に努

めること。 

(4) 自らの資質向上のため、不断の研鑽
さん

を積み重ねること。 

(5) 議会の構成員として、個別的課題の解決だけではなく、市全体の

福祉の増進を目指すこと。 

 

逐条解説  

議員が活動を行うにあたっての５つの原則を定めています。 

(1) 選挙で選ばれた公職であることを認識し、議会活動を最優先する

よう努めることを定めています。 

(2) 日常の活動を通して、市政全体に関わる市民の多様な考えや思い
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の把握に努めることを定めています。 

(3) 二元代表制の下、市政の課題の把握および政策提案をするために、

広く情報収集及び調査研究に努めることを定めています。 

(4) 市政が直面するあらゆる分野の諸課題に対して、的確な判断が行

えるよう、常日頃から議員としての資質向上に努めることを定めて

います。 

(5) 個別の課題を解決するだけではなく、市全体の利益を考えて行動

することを定めています。 

 

 

（会派） 

第１１条  議員は、議会活動に資するため、同一の理念等を有して活動

する会派を結成することができる。 

２  会派は、次に掲げる役割を果たすものとする。 

(1) 政策の立案及び提言並びにこれらの調査研究をすること。 

(2) 議案等の審議及び審査のための調査研究をすること。 

(3) 議会運営及び政策立案等に関し、必要に応じて会派間で相互に協

議及び調整を行い、円滑かつ効果的な議会運営に努めること。 

 

逐条解説  

１  議員は合議制である議会において、同一の理念等を有して活動する

会派という議員の集合体を結成して活動することができることを定め

ています。 

２  会派の役割を各号で定めています。 

(1) 政策を作ることや提案すること。そのための調査研究することを

定めています。 

(2) 議案等の審議や審査をするうえで必要となる情報や知識の調査研

究することを定めています。 

(3) 各会派は議会運営及び政策立案等に関し、必要に応じて会派間で

の協議及び調整を行い円滑かつ効果的な議会運営に努めることを定

めています。 
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（政務活動費）  

第１２条  政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、政策立案又は議

案等の審議及び審査のための調査研究等に資する活動費用として活用

し、その使途を収支報告書とともに報告し、透明性を確保しなければ

ならない。  

２ 政務活動費の交付に関し必要な事項は、ふじみ野市議会政務活動費

の交付に関する条例（平成１７年ふじみ野市条例第１６１号）の定め

るところによる。  

 

逐条解説  

１  政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、政策立案又は提言、そ

のための調査研究や議案等の審議及び審査のための調査研究等に資す

る活動費用として活用しなければならず、その使途を収支報告書とと

もに報告し、透明性を確保しなければならないことを定めています。 

なお、ふじみ野市では、全ての会派の報告が、市のホームページ上

で閲覧できる状態になっています。 

２  政務活動費の交付に必要な手続、使途基準、収支報告などの規定に

ついては、ふじみ野市議会政務活動費の交付に関する条例及びふじみ

野市議会政務活動費の交付に関する規程で定められています。 

政務活動費は会派単位で交付（所属会派がない議員の場合には無所

属会派とみなし交付）されており、議員一人当たり、毎月１万円（年

１２万円）となっています。 

 

 

（議員の政治倫理） 

第１３条  議員は、選挙で選ばれた公人であり、市政に携わる権能及び

職責を有することを深く認識し、政治倫理の向上及び確立に努めるも

のとする。 

２  議員の政治倫理に関し必要な事項は、ふじみ野市議会議員政治倫理

条例（平成３０年ふじみ野市条例第  号）の定めるところによる。 

 

逐条解説  

１  議員は、選挙で選ばれた市民の代表として、与えられた権限と責任

を深く認識し、倫理観の向上及び確立に努めるべきことを定めていま

す。 

２  政治倫理についての詳細については、ふじみ野市議会議員政治倫理

条例で定めています。 
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（議員定数） 

第１４条  議員の定数は、ふじみ野市議会議員定数条例（平成１８年ふ

じみ野市条例第６２号。次項において「議員定数条例」という。）の

定めるところによる。 

２  委員会又は議員が、議員定数条例の改正議案を提出しようとすると

きは、議員定数に係る基準等について明確な改正理由を付して提出す

るものとする。 

３  前項の規定による提出をするに当たっては、参考人制度、公聴会制

度等を用い、市民の意見を積極的に聴取するよう努めるものとする。 

 

逐条解説  

１  議員定数は、ふじみ野市議会議員定数条例で定められています。 

２  委員会又は議員が、議員定数条例の改正議案を提出しようとする場

合、議員定数に係る基準等について明確な改正理由を付して提出する

ことを定めています。 

３  議員定数条例の改正議案の提出に当たっては、参考人制度、公聴会

制度等を用い、広く市民の意見を聴取するよう努めることを定めてい

ます。 

 

 

（議員報酬） 

第１５条  議員報酬は、ふじみ野市議会議員の議員報酬及び費用弁償等

に 関 す る 条 例 （ 平 成 １ ７ 年 ふ じ み 野 市 条 例 第 ３ ４ 号 。 次 項 に お い て

「議員報酬等条例」という。）の定めるところによる。 

２  委員会又は議員は、議員報酬の額の変更に伴う議員報酬等条例の改

正議案を提出するときは、明確な改正理由を付して提出するものとす

る。 

３  前項の規定による提出をするに当たっては、参考人制度、公聴会制

度等を用い、市民の意見を積極的に聴取するよう努めるものとする。 

 

 

逐条解説  

１  議員報酬は、ふじみ野市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関す

る条例で定められています。 

２  委員会又は議員が、議員報酬の額の変更に伴う議員報酬等条例の改

正議案を提出しようとする場合は、明確な改正理由を付して提出する

ことを定めています。 

３  議員報酬等条例の改正議案の提出に当たっては、参考人制度、公聴
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会制度等を用い、広く市民の意見を聴取するよう努めることを定めて

います。 

 

 

（議員の表決賛否の公表） 

第１６条  議会は、議案に対する各議員の態度を議会広報、ホームペー

ジ等で公表し、各議員の表決に対し、市民の評価が的確になされるよ

う情報の提供に努めるものとする。 

 

逐条解説  

議員に対する市民の評価が的確になされるよう、議案に対する議員の

賛否を議会広報やホームページ等で公表することを定めています。 

 

 

（市民参加） 

第１７条 開かれた議会に資するため、本会議及び委員会は、これを公

開とする。  

２  議会は、請願の審査に際し、請願者から趣旨の説明を聴く機会を確

保するよう努めるものとする。 

３  議会は、開かれた議会を実現するため、積極的な広報及び広聴活動

に努め、市民の声が議会に反映されるよう努めるものとする。 

 

逐条解説  

１  本会議、委員会を公開で行うことを定めています。 

２  請願の審査に際しては、その内容を考慮したうえで、請願者を委員

会に招致するなど、直接、請願趣旨の説明を聴く機会を確保するよう

努めることを定めています。 

３  開かれた議会を実現するために、インターネット配信の実施や市議

会だよりなどの多様な媒体を活用した積極的な広報活動と、市民の声

が反映されるような広聴活動の実施に努めることを定めています。 

 

 

（議会報告会） 

第１８条 議会は、議員と市民とが市政全般についての情報及び意見を

交換するため、議会報告会を開催しなければならない。 
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逐条解説  

議会と市民が市政全般について、情報や意見の交換を行う場として、

議会報告会を開催することを定めています。その時折の議題をテーマに、

諸報告とともに、広く市民から意見を聴収し、市政に反映させることを

目的としています。 

 

 

（パブリックコメント） 

第１９条  議会は、政策提言機能を最大限発揮するため、基本的な政策

等の策定に当たり、パブリックコメントを行うことができる。 

 

逐条解説  

議会は、基本理念にある政策提言機能を最大限発揮するため、基本的

な政策等の策定に当たり、市民が意見を提出する機会として、パブリッ

クコメントを行うことができることを定めています。基本的な政策には、

議会に関 係するものだ けでなく、  広く市政全般にわたるものも含まれ

ます。 

 

 

（議員と市長等との関係） 

第２０条 議会は、二元代表制の下、市長等との対等で緊張ある関係を

構築し、市長等の事務の執行の監視及び評価を行うとともに、政策の

立案及び提言を通じて、市政の発展に取り組むものとする。 

２  議員の市長等に対する質疑及び質問は、広く市政の課題に関する論

点及び争点を明らかにするため、一問一答の方式で行うことができる。  

３  本会議又は委員会に出席した市長等は、議員から質問を受けたとき

は、その論点を整理するため、議長又は当該委員会の委員長の許可を

得て、当該議員に対し反対に質問することができる。  

 

逐条解説  

１  議会の存在意義である二元代表制の重要性を再確認しつつ、議員と

市長等との健全な緊張関係を構築した上で、行政事務についての監視、

評価並びに政策立案、提言を行うことを定めています。  
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２ 議員から市長等に対する議案質疑及び一般質問は、市政の課題に関

する論点や争点を明確にし、充実した議論を行うため、一問一答の方

式で行うことができることを定めています。 

３  議長から出席を求められた市長等は、議長または当該委員会の委員

長の許可により質問をした議員に対して、その論点を整理するための

質問ができることを定めています。 

 

 

（議決事件） 

第２１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第２項に規

定するもののほか、議会の議決すべきものは、市政運営の指針となる

総合的な最上位計画（当該計画の実現のため、市政全般にわたり総合

的かつ体系的な計画を別に定めた場合は当該計画を含む。）の策定、

変更又は廃止とする。 

２  議会は、議事機関としての機能強化のため、議会の議決すべき事件

の追加等を必要に応じて検討するものとする。 

 

逐条解説  

１  議会で議決しなければならない事項は、地方自治法第９６条第２項

で定められた事項のほかに、市政運営の指針となる総合的な最上位計

画の策定、変更又は廃止とし、その計画の実現のため、市政全般にわ

たり総合的かつ体系的な計画を別に定めた場合には、その計画の策定、

変更又は廃止も対象となることを定めています。 

２  議決事件の検証と新たに追加すべき議決事件の検討を、必要に応じ

て行うことを定めています。
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（閉会中の書面による質問） 

第２２条 議会は、閉会中に緊急を要する事案等が発生した場合は、市

長等に対し、書面により質問を行うことができる。 

２  市長等は、前項の規定による質問を受けたときは、書面で回答する

ものとする。 

３  議会は、前２項の書面による質問及び回答は、全ての議員に通知す

るとともに、公表するものとする。 

 

逐条解説  

１  議会は、閉会中に緊急を要する事案等が発生した場合、市長等に対

し、書面によって質問することができることを定めています。 

なお、あくまでも議会として行うもので、議員個人や会派に権利が

与えられているものではありません。 

２  議会からの質問に対し、執行機関が書面で回答することを定めてい

ます。 

３  書面による質問および回答について、議会の共通認識を図るととも

に、公表することを定めています。 

 

 

（議会改革） 

第２３条  議会は、社会環境、経済情勢等の変化を的確に把握し、新た

に生ずる市政への課題等を適切かつ迅速に対応するため、平素より議

会改革に取り組むものとする。 

２  議会は、市民に分かりやすい議会運営を行うため、議会に関する例

規等を継続的に見直すものとする。 

 

逐条解説  

１  世の中の変化を的確に捉え、新たに生まれてくる市政への課題等に

適切かつ迅速に対応するため、日ごろから継続して議会改革に取り組

むことを定めています。 

２  時代に即した市民に分かりやすい議会運営を推進していくため、議

会に関する例規等を継続的に見直すことを定めています。 
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（議員研修の充実及び強化） 

第２４条  議会は、議員の資質の向上を図るため、議員研修の充実及び

強化に努めるものとする。 

２  議会及び議員は、市政の課題を多角的な視点から捉えるため、他の

地方公共団体等の事例を調査研究するものとする。 

３  議会は、前２項の議員研修及び調査研究の実施状況を議会広報、ホ

ームページ等により公開するものとする。 

 

逐条解説  

１  議員の政策立案能力をはじめとする資質の向上のため、議員研修を

充実及び強化するよう努めることを定めています。 

２  市政の課題を多角的視点から捉えるために、視察等を行うことによ

り、他の地方公共団体等の事例を調査研究するよう定めています。 

３  議員研修及び調査研究の実施状況の詳細を、議会広報やホームペー

ジ等で市民に積極的に公開することを定めています。 

 

 

（自由討議） 

第２５条  議会は、言論の府であることを認識し、議員相互の自由討議

に努め、議論を尽くすものとする。 

２  議員は、政策提言及び条例、意見等の議案の提出を積極的に行い、

議員相互の自由討議が拡大するよう努めるものとする。 

 

逐条解説  

１  議会は多様な意見を討議する場であることから、議員相互の自由討

議に努め、議論を尽くすことを定めています。 

２  議員は、自らも積極的に議案の提出を行い、議員相互の自由討議が

拡大するよう努めることを定めています。  

 

 

（調査のための機関の設置） 

第２６条  議会は、議会活動に関し、審査、諮問又は調査のため必要が

あると認めるときは、調査のための機関を置くことができる。 

２  議会は、市の事務に関する調査のため必要があると認めるときは、

学識経験者等で構成する調査機関を置くことができる。  

 

逐条解説  

１  議会活動の課題等に関し、審査、諮問又は調査のため必要があると
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きには、調査のための機関を設置することができることを定めていま

す。 

２  議会が市の事務に関する調査をするにあたり、専門的かつ公正な調

査を行う必要があると認めるときは、学識経験者等の外部委員による

調査機関を置くことができることを定めています。 

 

 

（議会事務局） 

第２７条  議長は、議会による政策立案機能を強化させ、議会運営を円

滑かつ効率的に進めるため、議会事務局の調査機能及び政策法務機能

の充実強化並びに人員組織体制を整えるよう必要な措置を講ずるもの

とする。 

２  議長及び議会事務局は、議員の議会活動に必要となる政策情報の提

供及び調査に努めるものとする。この場合において、議会事務局は、

専門的な知識や経験を有する者の活用を図ることができる。 

 

逐条解説  

１  議長は、議会による政策立案機能を強化させ、議会運営を円滑かつ

効率的に進めるために、議会事務局の調査機能及び政策法務機能の充

実強化、人員組織体制を整えるように必要な措置を講じることを定め

ています。 

２  議長及び議会事務局は、議員の議会活動に必要な情報や政策立案等

につなげていくための情報などを積極的に提供することに加え、これ

らの情報を提供するための調査に努めることを定めています。この場

合における議会事務局は、専門的な知識や経験を有する者の活用を図

ることができることを定めています。 

 

 

（議会図書室） 

第２８条  議会は、議員の調査研究に必要な図書その他の資料を収集し、

それを整理するための議会図書室を適正に管理運営するとともにその

機能強化に努めるものとする。 

 

逐条解説  

議会は、議員の調査研究に必要な図書その他の資料を収集し、整理す

る議会図書室の適正な管理運営とその機能の強化に努めることについて

定めています。 
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（予算の確保） 

第２９条  議会は、二元代表制の趣旨を踏まえ、議事機関としての機能

を発揮するために必要な予算の確保に努めるものとする。 

 

逐条解説  

議会が議事機関としての機能を発揮するために必要な予算を確保する

よう努めることを定めています。 

 

 

（交流及び連携の推進） 

第３０条  議会は、政策形成及び広域的な課題を解決するため、他の地

方公共団体の議会等との交流及び連携を推進するものとする。 

 

逐条解説  

議会は、政策形成及び広域的な課題を解決するため、他の地方公共団

体の議会等との交流及び連携を推進することを定めています。 

 

 

（広報広聴の充実） 

第３１条  議会は、開かれた議会を実現するため、その諸活動に関し多

様な媒体を活用して積極的な広報及び広聴に努めるとともに、それら

の活動を通じて得られた市民の声を議会活動に反映するものとする。 

 

逐条解説  

市民意思を議会活動に反映し、市民福祉の向上を図るため、議場や委

員会室での傍聴だけでなく、本会議のインターネット配信やタブレット

の活用、ふじみ野市議会だより、ホームページなど多様な媒体を活用し

て、積極的な広報及び広聴に努め、市民に開かれた議会の実現を目指し

て活動することを定めています。 

 

 

（条例の定期検証） 

第３２条  議会は、ふじみ野市議会議員一般選挙を経た任期開始後、そ

の都度、速やかにこの条例の施行の状況について全員協議会で検証を

行うものとする。 

 

逐条解説  

議会は、４年ごとに執行される市議会議員一般選挙によって議員が入
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れ替わる時期にあわせ、この条例の施行状況を全員協議会で検証するこ

とを定めています。 

 

 

（条例の見直し手続） 

第３３条  議会は、この条例の施行後に必要があると認めるときは、こ

の条例の施行の状況について議会運営委員会等で検証を行い、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

逐条解説  

議会は、条例の施行後に必要があると認めるときは、施行の状況につ

いて議会運営委員会等で検証し、その結果に基づいて改正等の必要な措

置を講ずると定めています。 


